
事業内容
　三菱商事グループは、国内外のネットワークを通じて、天然資源開発から多種多様な商品の売買
や製造、コンシューマー向け商品やサービスの提供を行うほか、広い産業接地面やグローバルイン
テリジェンスによる総合力を活かし、新しいビジネスモデルや新技術の事業化、新たなサービスの開
発・提供等、広範な分野で多角的に事業を展開しています。

●三菱商事グループの事業概要等

連結業績
1. 概況
　2022年度の収益は、市況上昇及び取引数量
増加等により、前年度を4兆3,072億円（25%）
上回る21兆5,720億円となりました。
　売上総利益は、豪州原料炭事業における市
況上昇、及び欧州総合エネルギー事業における
市況変化への機動的な対応等により、前年度を
4,092億円（19%）上回る2兆5,600億円とな
りました。
　販売費及び一般管理費は、円安に伴う為替
換算の影響等により、前年度から1,755億円

（12%）増加し、1兆6,075億円となりました。
　有価証券損益は、不動産運用会社あて投資の
売却益等により、前年度を1,217億円（162%）
上回る1,970億円（利益）となりました。
　固定資産除・売却損益は、前年度に計上した
海外現地法人におけるオフィス売却益の反動
等により、前年度を70億円下回る3億円（損
失）となりました。
　固定資産減損損失は、前年度に計上した千代
田化工建設（株）あて投資に関する無形資産の
減損損失の反動等により、前年度から329億円

（51%）改善し316億円となりました。
　その他の損益は、生物資産評価損益の変動等
により、前年度を487億円下回る254億円（損
失）となりました。
　金融収益は、資源関連投資先からの受取配当
金の減少の一方、米ドル金利上昇による受取利
息の増加等により、前年度を171億円（9%）上
回る2,036億円となりました。
　金融費用は、米ドル金利上昇等により、前年
度から687億円（147%）増加し1,154億円と
なりました。
　持分法による投資損益は、天然ガス・原油価
格上昇による持分損益の増加等により、前年度
を1,064億円（27%）上回る5,002億円（利益）
となりました。
　これらの結果、税引前利益は、前年度を
3,875億円（30%）上回る1兆6,806億円とな
りました。
　以上により、当期純利益は、前年度を2,432
億円（26%）上回る1兆1,807億円となりまし
た。

（注）1. 2022年度事業報告は、国際会計基準に基づき作成しています。
　　2. 事業報告における「当期純利益」（連結）は、「非支配持分を除く、当社の所有者に帰属する当期純利益」を表しています。

2022年度事業報告 （2022年4月1日から2023年3月31日まで）
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事業報告

2. セグメント別の状況

■�セグメント別当期純利益

2021年度
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2021年度 2022年度

1,051

1,706+655
（+62％）

2021年度 2022年度

368

620+252
（+68％）

天然ガスグループ

天然ガスグループは、北米、東南アジア、豪州
等において、天然ガス・原油の開発・生産事業、
液化天然ガス（LNG）事業等を行っています。

T O P I C S

当社がブルネイ政府、Shell plc.と共に参画す
るブルネイLNGプロジェクトが、2022年に
日本へのLNG供給50周年を迎えました。同プ
ロジェクトは1972年の操業開始から約50年
にわたり日本向けにLNGを受け渡しており、
エネルギーの安定供給に大きく貢献してきま
した。当社は、ブルネイにおいて液化設備のみ
ならずLNG船舶保有会社や上流ガス鉱区等、
バリューチェーン全体への参画を通じ、引き続
きエネルギーの安定供給に努めていきます。

ブルネイLNGプロジェクト
日本へのLNG供給50周年

T O P I C S

当社と東洋紡（株）の合弁会社である東洋紡エ
ムシー（株）（当社49%出資）は、モビリティの
軽量化・電動化や環境問題への対応等を支える
機能素材を開発・製造・販売しています。脱炭
素化の進展や産業構造の変化、技術革新の加速
等、機能素材を取り巻く事業環境が大きく変化
しているなか、東洋紡（株）の製品・技術開発力
と当社の幅広い産業知見・経営力を掛け合わせ
ることで、産業課題の解決と持続可能な社会の
実現に貢献していきます。

技術力と経営力の掛け合わせで
多様化・複雑化する産業ニーズに応える

総合素材グループ

総合素材グループは、自動車・モビリティや建
設・インフラ等の対面業界において、鉄鋼製
品、硅砂、セメント・生コン、炭素材、塩ビ・化
成品等多岐にわたる素材の販売取引、事業投
資、事業開発を行っています。

【主な変動要因】
〈増加〉・ LNG関連事業や北米シェールガス事業における持分

利益の増加
〈減少〉・ LNG販売事業における取引損失

■�当期純利益の推移�（単位：億円）

【主な変動要因】
〈増加〉・ 北米樹脂建材事業や鉄鋼製品事業における持分利益

の増加

■�当期純利益の推移�（単位：億円）

ブルネイLNGプロジェクト 東洋紡エムシー（株）岩国サイト
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事業報告

403 450
+47

（+12％）

2021年度 2022年度

石油・化学�
ソリューショングループ※

石油・化学ソリューショングループは、原油、
石油製品、LPG、エチレン、メタノール、塩、
アンモニア、プラスチック、肥料等、幅広い石
油・化学関連分野において、販売取引、事業
開発、投資等を行っています。

T O P I C S

タイにおいて飲料用ボトルや食品容器用途の
素材となるPET※1 樹脂製造事業を展開する
Thai Shinkong Industry Corporation Ltd.

（当社34%出資）は、循環型社会の実現・海洋
プラスチック問題への対処に向けて導入が期
待される、ケミカルリサイクル技術※2 を活用
したリサイクルPET樹脂の製造を計画してい
ます。当社は、同事業を通じたリサイクル率の
向上や、代替素材の開発等を通じて、循環型社
会の実現に取り組んでいきます。

プラスチックのリサイクル率向上を通じた
循環型社会実現への貢献

T O P I C S

2022年7月、Anglo American plc.と共にペ
ルー共和国で開発を進めてきたケジャベコ銅鉱
山が生産を開始しました。年間生産量は約30万
トン※（当社持分は約12万トン）で、これにより当
社の持分銅生産量は40万トン程度に拡大する
見通しです。EVや再生可能エネルギーの普及
に欠かせない銅は、世界的に需要が拡大してお
り、安定供給が大きな課題となっています。当社
は、カーボンニュートラル社会の実現に向け、銅
資源の確保と安定供給に取り組んでいきます。

高まる銅需要に応える
ケジャベコ銅鉱山が生産開始

金属資源グループ

金属資源グループは、銅、原料炭、鉄鉱石、ア
ルミといった金属資源への投資・開発等を通
じて事業経営に携わるとともに、グローバル
ネットワークを通じた鉄鋼原料、非鉄原料・
製品における質の高いサービスや機能を活か
し、供給体制を強化しています。

【主な変動要因】
〈増加〉 ・化学品製造事業における繰延税金負債の取崩し

■�当期純利益の推移�（単位：億円）

【主な変動要因】
〈増加〉・豪州原料炭事業における市況上昇
〈減少〉・チリ銅事業における減損

■�当期純利益の推移�（単位：億円）

4,207 4,393

2021年度 2022年度

+186
（+4％）

※1 ポリエチレンテレフタレートの略称
※2 使用済プラスチックを化学的に原料レベルまで分解し、
　　再重合するリサイクル手法。品質劣化を伴わず再資源化が可能

※生産開始後10年の平均

※ 2023年4月1日付けで「化学ソリューショングループ」に呼称を変更
しております。

Thai Shinkong Industry Corporation Ltd.の生産工場 生産を開始したケジャベコ銅鉱山
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産業インフラグループ

産業インフラグループは、エネルギーインフ
ラ、産業プラント、建設機械、工作機械、農業
機械、エレベーター、エスカレーター、ファシ
リティマネジメント、船舶、宇宙航空関連機
器等、幅広い分野における事業及び関連する
取引等を行っています。

T O P I C S

当社は、長年にわたり国際物流の要である海運
に携わり、安定的・効率的な物流の実現に貢献
してきました。この実績を活かして、輸送船や
港湾の設計・整備に初期段階から関与し、次世
代エネルギーやCC(U)S※の社会実装に向けた
海上ロジスティクス確立に取り組んでいます。
同時に、世界中のパートナー企業と連携し、最
新技術の導入による海上輸送の低・脱炭素化、
及び海上輸送DX推進による船員不足・海上労
務環境等の社会課題解決も進めていきます。

次世代エネルギーを全世界に
海上輸送を通じて脱炭素社会の実現に貢献

T O P I C S

当社は将来の自動運転化時代を見据え、自動運転
実装をワンストップで支援するA-Drive（株）（当
社40%出資）をアイサンテクノロジー（株）と合弁
で設立しました。既に開始しているAI活用型オ
ンデマンドバス事業の取組とともに、デジタルや
先進技術を活かし、地域交通DXを推進していき
ます。また、社会課題である温室効果ガスの削減
に向け、電動車両や蓄電池の普及、EVのフリート
マネジメント事業等を通じて、持続可能なモビリ
ティ社会の実現に向けて取り組んでいきます。

自動運転の社会実装に向けA-Drive（株）を設立

自動車・モビリティグループ

自動車・モビリティグループは、乗用車・商
用車の販売や販売金融を中心に、生産、アフ
ターサービスも含め一連のバリューチェーン
事業に深く関与しています。また、ヒトやモ
ノの移動に関する課題を解決するモビリティ
関連事業に取り組んでいます。

【主な変動要因】
〈増加〉・ 前年度に計上した千代田化工建設（株）関連損失の

反動

■�当期純利益の推移�（単位：億円）

2021年度 2022年度

173
319+146

（+84％）

【主な変動要因】
〈増加〉・ アセアン自動車事業や三菱自動車工業（株）における

持分利益の増加

■�当期純利益の推移�（単位：億円）

2021年度 2022年度

1,068 1,275
+207

（+19％）

※ Carbon Capture, (Utilization) and Storage。 
分離回収したCO2 の有効利用（CCU）又は貯留（CCS）

次世代エネルギーとしても期待されるアンモニアの輸送船 自動運転技術の社会実装のイメージ図 出典：A-Drive（株）HP

招
集
ご
通
知

議
案
の
内
容

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

54



事業報告

食品産業グループ

食品産業グループは、食糧、生鮮品、生活消
費財、食品素材等の「食」に関わる分野で、原
料の生産・調達から製品製造に至るまでの幅
広い領域において、販売取引、事業開発等を
行っています。

T O P I C S

当社とマルハニチロ（株）の合弁会社であるアト
ランド（株）（当社51%出資）は、豊かな水資源
で知られる富山県入善町で、国内最大級となる
サーモンの陸上養殖事業に取り組みます。同社
は、サーモンの需要が世界的に拡大するなか、当
社が海外の養殖事業で培った知見も活用し、外
部環境の影響が少ない陸上養殖による安定的・
効率的な生産を実現することで、サーモンの国
内需要を支えるとともに、輸送距離短縮による
低・脱炭素化に貢献することを目指しています。

サーモンの陸上養殖で
安定的・効率的な生産を実現

T O P I C S

当社が出資する（株）トランザクション・メディア・
ネットワークス（TMN社）は、国内で初めてクラ
ウド型電子決済サービス※を商用化し、安価な
端末導入コスト、決済手段の優れた拡張性等の
競争優位性により、小売店舗における利用シェ
アを拡大（国内クラウド型決済においてトップ
シェア）、2023年4月に東京証券取引所への上
場を果たしました。当社は、今後も便利な消費
社会の創出を目指し、デジタル社会を支えるイ
ンフラ整備に貢献していきます。

クラウド型電子決済サービスで
便利な消費社会を創出

コンシューマー産業グループ

コンシューマー産業グループは、小売・流通、
物流、ヘルスケア、衣料、タイヤほかの各領域
において、商品・サービスの提供、事業開発等
を行っています。

【主な変動要因】
〈減少〉・ 海外事業における固定資産の減損

■�当期純利益の推移�（単位：億円）

2021年度 2022年度

793
634

△159
（△20％）

【主な変動要因】
〈増加〉・ CVS事業における持分利益の増加

■�当期純利益の推移�（単位：億円）

2021年度 2022年度

210 230
+20

（+10％）

※ 端末には読取等必要最小限の機能のみを搭載し、残りの全ての処
理をサーバー側で行うキャッシュレス決済方式

陸上養殖事業予定地の富山県入善町 TMN社が東京証券取引所グロース市場に上場
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電力ソリューショングループ

電力ソリューショングループは、国内外の産業
の基盤である電力・水関連事業における幅広い
分野に取り組んでいます。具体的には、発・送電
事業、電力トレーディング、電力小売事業等に
加え、水素エネルギー開発等を行っています。

T O P I C S

当社は、子会社のN.V. Enecoを通じてShell plc.
と共に、オランダ北西部沖合約50kmに位置する
Hollandse Kust West Site VI洋上風力発電所の
事業権を獲得しました。発電容量は、オランダ国内の
電力需要の約3％に当たる76万kWで、2026年に
商業運転開始を予定しています。同プロジェクトは
環境との共生に配慮し、渡り鳥の飛行ルートを考慮
したタービンのレイアウト、海洋生態系への影響を抑
える土台を取り入れており、洋上風力発電の継続的な
拡大に資するプロジェクトになると評価されています。

オランダ国内電力需要の約3％に当たる
洋上風力発電所の事業権を獲得

T O P I C S

当社は、鎌倉市深沢地区／藤沢市村岡地区にお
いて、日本最大級のライフサイエンス研究施設
である湘南ヘルスイノベーションパーク（湘南
アイパーク）、日本屈指の医療機関である湘南鎌
倉総合病院、地元行政等と連携し、ヘルスイノ
ベーションを核とした街づくりを目指していま
す。自動運転と医療を組み合わせた「ヘルスケ
アMaaS」※に係る実証実験の実施や、湘南アイ
パークを運営する新会社への参画等を通じて、
同地区の価値向上に取り組んでいます。

鎌倉市・藤沢市でヘルスイノベーションを
核とした街づくりを推進

複合都市開発グループ

複合都市開発グループは、都市開発・不動産、
企業投資、リース、インフラ等の分野におい
て、開発事業、運用・運営を行っています。

【主な変動要因】
〈増加〉・ 不動産運用会社の売却益

【主な変動要因】
〈増加〉・ 海外電力事業における発電資産の売却益や持分利益

の増加
〈減少〉・ 国内発電事業における設備不具合等による損失発生

や持分利益の減少

■�当期純利益の推移�（単位：億円）

2021年度 2022年度

505 619
+114

（+23％）

■�当期純利益の推移�（単位：億円）

2021年度 2022年度

400

1,233
+833

（+208％）

※ ヘルスケアを志向したシームレスな移動システムを構築し、人々
の健康的な生活を支えること

N.V. Enecoが手掛ける洋上風力発電 湘南ヘルスイノベーションパーク
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1. 資産及び負債・資本の状況

　2022 年度末の総資産は、前年度末より
2,409億円（1%）増加し、22兆1,529億円とな
りました。
　流動資産は、前年度末より4,217億円（4%）
減少し、9兆1,093億円となりました。これは、
市況変動及び数量減少に伴う商品デリバティ
ブ資産の減少によりその他の金融資産が減少
したこと等によるものです。
　非流動資産は、前年度末より6,626 億円

（5%）増加し、13兆436億円となりました。こ
れは、持分利益の増加や円安に伴う為替換算の
影響により持分法で会計処理される投資が増
加したこと等によるものです。

　負債は、前年度末より1兆263億円（7%）減
少し、13兆285億円となりました。
　流動負債は、前年度末より6,231億円（9%）
減少し、6兆6,947億円となりました。これは、
市況変動及び数量減少に伴う商品デリバティ
ブ負債の減少によりその他の金融負債が減少

したこと等によるものです。
　非流動負債は、前年度末より4,032億円（6%）
減少し、6兆3,338億円となりました。これは、
流動負債への振替により社債及び借入金が減少
したこと等によるものです。

　資本合計は、前年度末より1兆2,672億円
（16%）増加し、9兆1,244億円となりました。
　当社の所有者に帰属する持分は、前年度末よ
り1兆1,908億円（17%）増加し、8兆710億円
となりました。これは、当期純利益の積み上が
りによる利益剰余金の増加や、円安に伴う為替
換算の影響により在外営業活動体の換算差額
が増加したこと等によるものです。
　また、非支配持分は、前年度末より765億円

（8%）増加し、1兆534億円となりました。
　有利子負債総額から現金及び現金同等物や
定期預金を控除したネット有利子負債（リース
負債除く）は、前年度末より7,021億円（18%）
減少し、3兆2,376億円となりました。

2. キャッシュ・フローの状況

　2022年度末の現金及び現金同等物の残高
は、前年度末に比べ14億円増加し、1兆5,570
億円となりました。
営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動により資金は1兆9,301億円の増加と
なりました。法人所得税の支払い等がありまし
たが、営業収入や配当収入のほか、運転資金負担

の減少等により、資金が増加したものです。
投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動により資金は1,775億円の減少とな
りました。不動産運用会社あて投資の売却や関
連会社への投資の売却等による収入がありま
したが、設備投資、関連会社への投資や融資等
の支出により、資金が減少したものです。

連結財政状態
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設備投資等の状況
　2022年度における重要な設備投資等はありません。

資金調達の状況
　三菱商事グループは、資金調達の主要な手段として機動的に社債を発行していますが、2022年度
は社債調達環境を考慮した結果、社債発行による重要な資金調達は実施しておりません。

重要な企業結合等の状況
三菱商事・ユービーエス・リアルティ (株)の株式の売却
　当社は、不動産運用会社三菱商事・ユービーエス・リアルティ(株)の全株式（発行済株式数の51%）
を、KKR & CO. INC.の間接子会社である76(株)へ売却しました。

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動により資金は1兆7,666億円の減
少となりました。借入債務の返済やリース負
債の返済、配当金の支払い及び自己株式の取
得等により資金が減少したものです。

　配当は持続的な利益成長に合わせて増配
していく「累進配当」を行う方針としていま
す。自己株式の取得は、総還元性向の水準及
び資本構成の適正化のために実施したもの
です。負債による資金調達は、流動性と財務
健全性の観点で適切な水準を維持する方針
としています。

2022年度
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事業報告

三菱商事グループの業績及び財産の状況の推移（注）

●業績及び財産の状況の推移
連　結 （単位：百万円）

（百万円未満四捨五入）
（注）上記の表は、会社計算規則第120条第1項の規定により、国際会計基準に準拠して作成しています。

項目＼年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

収益 14,779,734 12,884,521 17,264,828 21,571,973

当期純利益
（当社の所有者に帰属） 535,353 172,550 937,529 1,180,694

当社の所有者に帰属する持分 5,227,359 5,613,647 6,880,232 8,071,021

総資産 18,033,424 18,634,971 21,912,012 22,152,882

基本的1株当たり当期純利益
（当社の所有者に帰属） 348.50円 116.86円 635.06円 809.29円

ROE 9.8％ 3.2% 15.0% 15.8%

三菱商事グループ（連結）

2019年度

収益の推移

総資産の推移
（兆円）
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三菱商事の業績及び財産の状況の推移単　体 （単位：百万円）

（百万円未満切捨て）
（注）2022年度の期末配当は、1株につき103円として、本総会に付議します（7ページご参照）。

項目＼年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

収益 1,737,893 1,437,004 2,017,310 2,410,802

当期純利益 364,663 393,351 402,624 1,263,525

純資産 2,566,871 2,795,529 2,976,091 3,785,253

総資産 7,521,438 7,688,009 8,326,745 8,260,303

1株当たり当期純利益 237.36円 266.37円 272.70円 866.03円

1株当たり配当金（注） 132円 134円 150円 180円
（うち中間配当77円）

三菱商事（単体）

2019年度

収益の推移

総資産の推移
（兆円）

当社の所有者に帰属する持分の推移
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事業報告

●三菱商事グループの対処すべき課題

『中期経営戦略 2024 MC Shared Value（共創価値）の創出』
　当社は、2022年5月に、2022年度から始まる3か年の経営の指針として『中期経営戦略2024 
MC Shared Value（共創価値）の創出』を策定・公表しました。成長戦略として「EX（Energy 
Transformation）」「DX（Digital Transformation）」及び「未来創造（新産業創出／地域創生）」を3
本柱として掲げるとともに、循環型成長モデルの実行を通じて事業ポートフォリオの変革・強靭化を
進めることとしています。
　当社の持つ多様性、総合力、社会・産業とのつながりを活かし、脱炭素・地域創生等の環境・社会課
題の解決を通じて、MC Shared Value（共創価値）を継続的に生み出すことを目指していきます。

『中期経営戦略2024』の詳細については、当社ウェブサイトをご覧ください。

三菱商事
ならではの
総合力

MC
Shared
Value
の創出

脱炭素社会

持続可能な社会と暮らし

社会課題

イノベーション

地域コミュニティとの共生

・
・
・
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EX 戦略：
　200件超の候補を精査のうえEX関連案件を絞り込み、蘭国Hollandse Kust West Site VIでの
洋上風力発電所の事業権獲得、ペルー共和国ケジャベコ銅鉱山生産開始等を実行しました。今後も

「エネルギーの低・脱炭素化」「再生可能エネルギー」「電化を支える金属資源」等の分野を中心に、具
体的な案件推進を加速させていきます。

DX 戦略：
　三菱食品（株）の物流センターにおける食品流通DXや産業素材DXの実装開始、鉱山事業におけ
る自動運転採掘機器の導入等、既存事業のDXによる物流効率化・最適化を推進しました。今後も
DX戦略の推進を担う中核子会社の機能拡張等を通じて、DX機能をサービスとして展開するとと
もに、当社の事業知見を活かした産業横断型DX機能の開発・提供に取り組んでいきます。

未来創造（新産業創出／地域創生）：
　富山県入善町でのサーモン陸上養殖事業会社の設立やAI活用型オンデマンドバスの他地域への
展開等、新たな事業を通じた地域経済活性化や地域インフラの整備に取り組みました。産学連携に
よる日本の技術を活用した取組等も含め、EX・DX一体推進による地域創生を通じた未来創造に積
極的に取り組んでいきます。

『中期経営戦略 2024』 成長戦略への取組
　『中期経営戦略2024』の成長戦略の主な進捗状況は以下のとおりです。2023年度についても、投
資規律を維持し案件を厳選して取り組むことでこれら成長戦略の具体化を加速してまいります。
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事業報告

『中期経営戦略2024』の実現に向けて
各種成長戦略を具体化し、加速していく

投資規律を維持し、案件を厳選して取り組んでいく
2023年度の主な取組方針

2022年度の主な取組

• 次世代エネルギー部門を　　
立ち上げ、燃料アンモニア・　
SAF等への取組を加速
• トランジションエネルギーである
LNGの安定供給責任の継続
主な検討案件
・ 北米LNG拡張
・ 新規天然ガス事業
・ SAF製造事業
・ カーボンクレジット事業
・ 欧州バイオエタノール事業　etc.

• 既存銅鉱山の安定稼働に　　
加え、更なる銅資源、リチウム等
新規資源の開発を検討
• バッテリー周辺事業への取組

主な検討案件
・ 新規銅資源
・ 新規リチウム資源
・ バッテリー部材製造事業
・ 還元鉄関連　　etc.

• 食品流通DXを含め　　
既存事業のDXを推進
• 産業横断的な展開を模索

主な検討案件
・ 産業素材DXの推進
・ 物流事業の効率化　etc.

• 地域インフラの整備に　　
向けた取組
• 新産業創出・産業集積による
地域経済活性化への取組

主な検討案件
・ オンデマンドバス運行地域拡大
　　　　　　　　　　 etc.

• DX中核会社　　
（インダストリーワン・
MC Digital）の　　　
拡充を推進

主な検討案件
・ DX中核会社の人員拡充、
　他企業との連携　etc.

• 国内外の洋上風力等への　
取組及びグリーン水素の　　
開発案件等を検討
• 間歇性を補う電源（蓄電池等）    
含む需給調整への取組

主な検討案件
・ 欧州洋上風力
・ 新規グリーン水素製造事業
・ 本邦企業向け再エネ供給　etc.

電化を支える
金属資源

再生可能
エネルギーエネルギーの

低・脱炭素化

EX・DX
一体推進による
地域創生

DX機能を
サービス事業
として展開

事業知見を活かした
産業横断型DX機能の

開発・提供

未来創造

未来創造（新産業創出／地域創生）

・ DXによる物流効率化・最適化：
 - 三菱食品（株）物流センターにおける
  食品流通DXの実装開始
 - 鉱山事業における自動運転採掘機器の導入
・ 千葉、大阪等での大規模データセンターの開設

・ 蘭国Hollandse Kust West Site VI
 洋上風力発電所の事業権獲得（76万kW）
・ ペルー共和国ケジャベコ銅鉱山生産開始（約30万トン）
・ 三菱オートリース（株）・三菱HCキャピタルオートリース（株）  
 が合併し、EV等への取組を推進

・ 富山県入善町でのマルハニチロ（株）との共同出資によるサーモン陸上養殖事業会社（アトランド（株））の設立
・ AI活用型オンデマンドバスを新たに9地域に導入し、長野県塩尻市等では本格運行開始
・ 京都大学との連携による起業支援プログラム「京都大学・三菱商事 Startup Catapult」の新設

『中期経営戦略 2024』の進捗状況
成長戦略の2022年度の主な取組と2023年度の取組方針
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『中期経営戦略2024』の実現に向けて
各種成長戦略を具体化し、加速していく

投資規律を維持し、案件を厳選して取り組んでいく
2023年度の主な取組方針

2022年度の主な取組

• 次世代エネルギー部門を　　
立ち上げ、燃料アンモニア・　
SAF等への取組を加速
• トランジションエネルギーである
LNGの安定供給責任の継続
主な検討案件
・ 北米LNG拡張
・ 新規天然ガス事業
・ SAF製造事業
・ カーボンクレジット事業
・ 欧州バイオエタノール事業　etc.

• 既存銅鉱山の安定稼働に　　
加え、更なる銅資源、リチウム等
新規資源の開発を検討
• バッテリー周辺事業への取組

主な検討案件
・ 新規銅資源
・ 新規リチウム資源
・ バッテリー部材製造事業
・ 還元鉄関連　　etc.

• 食品流通DXを含め　　
既存事業のDXを推進
• 産業横断的な展開を模索

主な検討案件
・ 産業素材DXの推進
・ 物流事業の効率化　etc.

• 地域インフラの整備に　　
向けた取組
• 新産業創出・産業集積による
地域経済活性化への取組

主な検討案件
・ オンデマンドバス運行地域拡大
　　　　　　　　　　 etc.

• DX中核会社　　
（インダストリーワン・
MC Digital）の　　　
拡充を推進

主な検討案件
・ DX中核会社の人員拡充、
　他企業との連携　etc.

• 国内外の洋上風力等への　
取組及びグリーン水素の　　
開発案件等を検討
• 間歇性を補う電源（蓄電池等）    
含む需給調整への取組

主な検討案件
・ 欧州洋上風力
・ 新規グリーン水素製造事業
・ 本邦企業向け再エネ供給　etc.

電化を支える
金属資源

再生可能
エネルギーエネルギーの

低・脱炭素化

EX・DX
一体推進による
地域創生

DX機能を
サービス事業
として展開

事業知見を活かした
産業横断型DX機能の

開発・提供

未来創造

未来創造（新産業創出／地域創生）

・ DXによる物流効率化・最適化：
 - 三菱食品（株）物流センターにおける
  食品流通DXの実装開始
 - 鉱山事業における自動運転採掘機器の導入
・ 千葉、大阪等での大規模データセンターの開設

・ 蘭国Hollandse Kust West Site VI
 洋上風力発電所の事業権獲得（76万kW）
・ ペルー共和国ケジャベコ銅鉱山生産開始（約30万トン）
・ 三菱オートリース（株）・三菱HCキャピタルオートリース（株）  
 が合併し、EV等への取組を推進

・ 富山県入善町でのマルハニチロ（株）との共同出資によるサーモン陸上養殖事業会社（アトランド（株））の設立
・ AI活用型オンデマンドバスを新たに9地域に導入し、長野県塩尻市等では本格運行開始
・ 京都大学との連携による起業支援プログラム「京都大学・三菱商事 Startup Catapult」の新設
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　当社は、企業理念『三綱領』に基づき、事業を通じて社会の持続可能な発展へ貢献し、価値創造に
取り組むことで、社会と共に発展してきました。近年、気候変動対策を筆頭に、様々な社会課題解決
に対する企業への期待・要請が一層高まっています。当社では、『中期経営戦略2024』が目指すMC 
Shared Value（共創価値）の継続的な創出に向け、事業活動を通じて解決していく重要な社会課題である

「マテリアリティ」を指針として、引き続き当社の持続可能な成長に向けた取組を強化してまいります。

●持続可能な成長に向けた取組

脱炭素社会への貢献─ 気候変動への対応

三菱商事のマテリアリティ
課　題 概　要

脱炭素社会への貢献 移行期の低・脱炭素化に資する製品・サービスを提供しながら、温室効果ガスの削減に
取り組み、脱炭素社会の実現に貢献します。

自然資本の
保全と有効活用

地球が最大のステークホルダーであると認識し、生物多様性の維持や自然資本の保全に
努めるとともに、環境への負荷を低減しながらサーキュラーエコノミーの実現に取り組みます。

持続可能で安定的な
社会と暮らしの実現

各国・顧客のニーズに基づく資源・原材料・製品・サービス等の安定供給責任を果たしながら、
様々な国・産業における事業を通じ、将来に亘って持続可能な社会と暮らしを実現します。

イノベーションを通じた
社会課題の解決

イノベーションがもたらす産業の大きな変化も取り込みながら、社会課題の解決に資する
ビジネスを創出していきます。

地域課題の解決と
コミュニティとの共生

各国・地域が直面する課題の解決に事業を通じて貢献し、経済や社会の発展に寄与すると
ともに、多様なステークホルダー、地域・コミュニティとの共生・共創を図ります。

事業推進における
人権の尊重

様々な国で多様な事業を推進する上で携わる全てのステークホルダーの人権を尊重し、
各国の情勢も踏まえながら、バリューチェーン上の課題解決を追求します。

多様な人材が未来を創る
活気に満ちた組織の実現

人材が最大の資産である事業特性を踏まえ、組織全体で三価値同時実現の原動力となる
多彩で多才な人材を育成し、また多様な人材が価値観を共有し、つながりながら切磋琢磨し
成長できる組織の実現に取り組みます。

透明性高く
柔軟な組織の実現

事業環境の変化に迅速に対応しながら、連結・グローバルベースで実効性のある
ガバナンスを実現し、透明性と柔軟性を備えた健全な組織の維持・強化に努めます。
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　当社は、気候変動は重大なリスクであると同時に、イノベーションや新規事業の実現を通じ新たな事業機会
をもたらすものと考えており、「脱炭素社会への貢献」をマテリアリティの一つに掲げ、持続可能な成長を目指
すうえでの対処・挑戦すべき重要な経営課題の一つとしています。エネルギー需要の充足という使命を果たし
ながら、カーボンニュートラル社会の実現に向けて、三菱商事グループ各社と連携のうえ、政府・企業・業界
団体等の幅広いステークホルダーと協働し、脱炭素社会の実現に貢献していきます。当社の気候変動に関する
2022年度の具体的な取組については、35～39ページをご参照ください。
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　当社は、世界中で様々なビジネスを展開するに当たって、人権の尊重は重要な要素であると考えており、
「事業推進における人権の尊重」及び「持続可能で安定的な社会と暮らしの実現」をマテリアリティに掲げ、
重要な経営上の課題の一つとしています。これらのマテリアリティに沿って、人権問題等に対する当社の取
組方針として「持続可能なサプライチェーン行動ガイドライン」を定め、サプライチェーン上の人権デュー
デリジェンスである「持続可能なサプライチェーン調査」を毎年実施しています。また、2022年度より、サ
プライチェーンを含めた三菱商事グループの事業活動における人権・環境への負の影響について、社外のス
テークホルダーから相談を受け付けるための窓口を設置しました。更に、投融資案件の審査に際しては、経
済的側面だけでなく、ESGの観点も重視して、総合的に検討・審議しており、2023年度には、当社の投資案
件のリスクや性質に応じて適切な審査を行えるよう、環境・社会性面のデューデリジェンスのガイドライン
を新たに導入しました。

自然資本の保全と有効活用─ 生物多様性への取組

事業推進における人権の尊重／持続可能で安定的な社会と暮らしの実現
─ 人権・サプライチェーンマネジメント

　生物多様性を含む自然資本に配慮し、その維持・保全、更には回復に努めることは、当社にとって重要な
課題であると認識しており、生物多様性への配慮も含む「自然資本の保全と有効活用」をマテリアリティ
の一つとして掲げています。これらの理念やマテリアリティに沿って、当社事業について、以下のとおり
TNFD※に基づく自然への依存・影響分析を実施したほか、投融資案件の審査に当たって自然資本の観点も
織り込んで審議・検討を行う等、ビジネスが自然資本に与える負の影響を把握し、その影響の最小化に取り
組んでいます。

Phase�1
各事業のマッピング

TNFD推奨ツールを活用し、当社事業のうち、自然への依存度・影響度が特に高い
事業を特定

Phase�2
個別事業の詳細分析

Phase 1で最も依存度が高いと評価された水産養殖事業を対象に、同事業の活動地域
における生態系等、個別の事業環境を踏まえた自然への依存と影響の詳細分析を実施

※  Taskforce on Nature-related Financial Disclosuresの略。国連開発計画（UNDP）等によって設立された、「自然関連財務情報開
示タスクフォース」を指し、企業等が投資家や市場に対して自然に関連するリスク・機会等を開示する上でのフレームワーク策定を
推進。

2022年度は、詳細分析の対象となる事業を特定のうえ、TNFDに基づくトライアル分析を実施しました。

当社のサステナビリティに関する取組詳細については、当社サステナビリティ・ウェブサイトをご覧ください。
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●三菱商事グループの拠点等

三菱商事

本　店 三 菱 商 事 ビ ル デ ィ ン グ：東京都千代田区丸の内二丁目3番1号（登記上の本店）
丸の内パークビルディング：東京都千代田区丸の内二丁目6番1号

国内店 北海道支社（札幌）、東北支社（仙台）、中部支社（名古屋）、
関西支社（大阪）、中国支社（広島）、九州支社（福岡） 等 11か所

海外店 ヨハネスブルグ支店、ドゥバイ支店、クアラルンプール支店、
シンガポール支店、マニラ支店 等 51か所

現地法人

北米三菱商事会社、米国三菱商事会社、メキシコ三菱商事会社、伯国三菱商事会社、欧州三菱商事会社、
独国三菱商事会社、インド三菱商事会社、泰国三菱商事会社、泰MC商事会社、
MCトレーディングインドネシア、韓国三菱商事会社、オーストラリア三菱商事会社、
三菱商事（中国）有限公司、三菱商事（上海）有限公司、香港三菱商事会社、
台湾三菱商事会社 等 36現地法人（支店等を含め60か所）

（注） 上記のほか、当社の分室及びプロジェクト事務所、並びに国内外各地に三菱商事グループ各社の営業所・工場等があり
ます。三菱商事グループの主要な会社の概要は、「重要な子会社等の状況」（68ページ）に記載のとおりです。

（注）所在都市にマークしています。
●本店　●国内11か所　●海外111か所（事務所等 51／現地法人 36、支店 24）
■�ネットワーク

本店

■ 会 社 の 概 況（2023年3月31日現在）
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（単位：名）●三菱商事グループの従業員の状況

（注）従業員数は、就業人員数を記載しています。

天然ガス 総合素材 石油・化学
ソリューション 金属資源 産業

インフラ
自動車・

モビリティ 食品産業 コンシューマー
産業

電力
ソリューション

複合
都市開発 その他 合計

（前年度末比）

三菱商事
グループ 656 9,765 2,287 871 9,280 6,428 23,407 18,794 4,764 463 2,991 79,706

（1,022名減）

三菱商事 297 288 438 169 384 307 367 318 192 240 1,388 4,388
（2名減）

●重要な子会社等の状況
■�主要な連結子会社及び持分法適用会社（注1）

会社名 資本金 議決権所有割合（%） 主要な事業内容

北米三菱商事会社 1,428,032 千米ドル 100 北米の連結対象会社に対する
業務支援・管理業

欧州三菱商事会社 120,658 千ポンド 100 貿易業

三菱商事（上海）有限公司 91,000 千米ドル 100 貿易業

Mitsubishi Corporation Finance PLC 90,000 千米ドル 100 金融業

Japan Australia LNG（MIMI）Pty. Ltd. 2,504,286 千米ドル 50 LNG開発・販売業

株式会社メタルワン 100,000 百万円 60 鉄鋼製品事業

Mitsubishi Development Pty Ltd 450,586 千豪ドル 100 原料炭を中心とする
金属資源投資・生産・販売業

千代田化工建設株式会社 15,015 百万円 33.46 総合エンジニアリング事業

Tri Petch Isuzu Sales Co., Ltd. 3,000,000 千バーツ 88.73 自動車輸入販売業

三菱自動車工業株式会社 284,382 百万円 20.01 自動車及び部品製造・販売業

三菱食品株式会社 10,630 百万円 50.14 食品卸売業

株式会社ローソン 58,507 百万円 50.12 コンビニエンスストア事業

N.V. Eneco（注2） 121,693 千ユーロ 100 電力・ガス・熱供給の
総合エネルギー事業

（千外貨・百万円未満四捨五入）
（注1）2022年度末現在の連結対象会社数は1,737社（連結子会社1,321社、持分法適用会社416社）です。
        連結子会社が連結経理処理している関係会社1,299社を除いた場合には438社となります。

（注2）Diamond Chubu Europe B.V.（当社80％出資）を通じて、100％の議決権を所有しています。
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1. 発行可能株式総数 25億株

2. 発行済株式総数 1,458,302,351株
 （前年度末比：27,421,000株減）

3. 株主数 404,144名
 （前年度末比：53,010名増）

●株式等の状況

●大株主の状況
株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 215,945 15.03

EUROCLEAR BANK S.A./N.V. 107,908 7.51

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 84,145 5.86

明治安田生命保険相互会社 58,361 4.06

東京海上日動火災保険株式会社 43,258 3.01

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・議決権受託者行使型） 32,276 2.24

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 23,024 1.60

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・三菱電機株式会社口） 17,768 1.23

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・日本郵船株式会社口） 15,000 1.04

JP MORGAN CHASE BANK 385781 14,865 1.03

（注）持株比率は、当社が保有している自己株式22,467,428株を除いて算出し、小数点第3位以下を切捨てて記載しています。

※発行済株式総数の減少は、2022年9月30日付けの
自己株式の消却（△11,578,000株）及び2023年3月
31日付けの自己株式の消却（△15,843,000株）による
ものです。

（千株未満切捨て）

4. 株主構成（所有者別の持株比率）

金融機関・
証券会社
44.15％

外国法人等　29.73％

個人・その他
19.19％

その他の法人
5.39％

自己株式
1.54％
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●主要な借入先
　三菱商事グループは、当社を中心に、国内外の金融子会社、海外現地法人等においてそれぞれ資
金調達を行い、関係会社への資金供給を行うというグループファイナンス方針を原則としています。
三菱商事グループの金融機関借入は当社を中心に行っており、2022年度末における当社の主な借
入先は下表のとおりです。

（注）  上記のほか、協調融資による劣後特約付タームローン340,000百万円があります。

（単位：百万円）

借入先名 借入金残高

株式会社国際協力銀行 410,371

株式会社三菱UFJ銀行 353,648

株式会社みずほ銀行 250,295

明治安田生命保険相互会社 187,000

日本生命保険相互会社 170,000

株式会社日本政策投資銀行 140,000

三井住友信託銀行株式会社 93,353

農林中央金庫 83,353

（百万円未満四捨五入）
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（注） 1. ＊印は、代表取締役を示しています。
 2. ＊＊印の各氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役の要件を満たしています。
 3. ＊＊＊印の各氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役の要件を満たしています。
 4.  ＊＊印及び＊＊＊印の各氏は、（株）東京証券取引所が定める独立役員の要件及び当社が定める社外役員選任基準を満たしており、（株）東京証券取引所に独

立役員として届け出ています（当社の社外役員選任基準に関する独立性の考え方については、13ページをご参照ください）。
 5.   執行役員を兼務する取締役は、執行役員の役位を併記しています。また、取締役 田中 格知、平井 康光、柏木 豊、野内 雄三の各氏の担当は、執行役員とし

ての担当を記載しています。
 6.  監査役 鴨脚 光眞氏は、財務及び会計部門における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。
 7.  監査役 中尾 健氏は、公認会計士としての長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。
 8.  2022年度中に退任した取締役及び監査役は、次のとおりです。
  取締役 小林 健氏、増 一行氏、村越 晃氏、西山 昭彦氏
  監査役 内野 州馬氏（以上、2022年6月24日退任）
 9.  2022年度中に辞任した監査役は、次のとおりです。
  監査役 高山 靖子氏（2022年6月24日辞任）
 10.  取締役 垣内 威彦氏は、2022年6月23日付けで、三菱自動車工業（株）社外取締役に就任しています。
 11.  取締役 立岡 恒良氏は、2022年6月29日付けで、（株）ニコン社外取締役に就任しています。
 12.  三菱自動車工業（株）は当社の特定関係事業者（関連会社）であり、取引関係があります。
 13.  旭化成（株）、オリックス（株）、（株）MonotaRO、JBCCホールディングス（株）、静岡ガス（株）、ソニーグループ（株）、三菱重工業（株）は当社の取引先です

が、特別な関係（特定関係事業者等）はありません。
 14.  上記12．、13．以外の重要な兼職先と当社の間には取引関係はありません。
 15.  当社は、垣内 威彦、齋木 昭隆、立岡 恒良、宮永 俊一、秋山 咲恵、鷺谷 万里、平野 肇、鴨脚 光眞、佐藤 りえ子、中尾 健、小木曾 麻里の各氏との間に、会社法第

423条第1項に定める賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第1項に定める最低責任限度額となります。
 16.  当社は、各取締役及び各監査役との間で、会社法第430条の2第1項第1号の費用及び同項第2号の損失を法令の定める範囲内において補償する旨の契約

を締結しております。当該契約においては、当社が各取締役及び各監査役に対して責任の追及に係る請求をする場合（株主代表訴訟による場合を除く）にお
ける各取締役及び各監査役の費用については、当社が補償義務を負わないこと等を定めております。

 17.  当社は、当社の取締役、監査役、及び執行役員等（以下「役員等」）、並びに子会社の役員等及び子会社以外の出資先に当社から派遣する役員等を被保険者
として、役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結し、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることに
よって生ずることのある損害を填補することとしており、保険料は全額会社が負担しております。なお、法令違反の認識がある行為等に起因する損害は上
記保険契約により填補されません。

●取締役及び監査役 （2023年3月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況等
取締役会長 垣内 威彦 三菱自動車工業（株）社外取締役

＊取締役 社長 中西 勝也
取締役 常務執行役員 田中 格知 金属資源グループCEO、EXタスクフォースリーダー

＊取締役 常務執行役員 平井 康光 コーポレート担当役員（地域戦略）、チーフ・コンプライアンス・オフィサー、
緊急危機対策本部長

＊取締役 常務執行役員 柏 木 　 豊 コーポレート担当役員（CDO、CAO、広報、サステナビリティ・CSR）

＊取締役 常務執行役員 野内 雄三 コーポレート担当役員（CFO）

＊＊取締役 齋木 昭隆 飛島建設（株） 社外取締役

＊＊取締役 立岡 恒良 旭化成（株）社外取締役、（株）ニコン社外取締役

＊＊取締役 宮永 俊一 三菱重工業（株）取締役会長、三菱自動車工業（株）社外取締役

＊＊取締役 秋山 咲恵 オリックス（株）社外取締役、ソニーグループ（株）社外取締役、日本郵政（株）社外取締役

＊＊取締役 鷺谷 万里 （株）MonotaRO 社外取締役、JBCC ホールディングス（株）社外取締役、
みずほリース（株）社外取締役

常勤監査役 平 野 　 肇 静岡ガス（株）社外取締役

常勤監査役 鴨脚 光眞

＊＊＊監査役 佐藤 りえ子 石井法律事務所 パートナー、J.フロント リテイリング（株）社外取締役、
第一生命ホールディングス（株）社外取締役（監査等委員）

＊＊＊監査役 中 尾 　 健 （株）パートナーズ・ホールディングス 代表取締役社長

＊＊＊監査役 小木曾 麻里 （株）SDGインパクトジャパン 代表取締役社長
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氏名 取締役会における発言の状況
期待される役割に関して行った業務の概要

取締役会及び任意の委員会への
出席の状況

齋木 昭隆
外務省において要職を歴任し、外交活動を通じて培われた地政学に関する深い
造詣、及び諸外国のカントリーリスクに関する高い見識とこれらに対処するため
の広範なネットワークをもとに、積極的な発言を行っており、客観的・専門的な
視点から、当社の経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行っています。

取締役会（定例）：10回中10回
取締役会（臨時）：  4回中  4回
ガバナンス・指名・報酬委員会：5回中5回

立岡 恒良
経済産業省において要職を歴任し、経済・産業政策に長年携わることで培われた
産業界全体への深い造詣、及び環境・エネルギー政策を含むサステナビリティに
関する高い見識をもとに、積極的な発言を行っており、客観的・専門的な視点か
ら、当社の経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行っています。

取締役会（定例）：10回中10回
取締役会（臨時）：  4回中  3回
ガバナンス・指名・報酬委員会：5回中5回

宮永 俊一
世界各地で事業を展開するコングロマリット型製造会社（上場）の取締役社長
を長年務め、グローバルな事業経営の経験、及び脱炭素関連技術を含むテクノ
ロジーに関する高い見識をもとに、積極的な発言を行っており、実践的な視点か
ら、当社の経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行っています。

取締役会（定例）：10回中10回
取締役会（臨時）：  4回中  4回
ガバナンス・指名・報酬委員会：5回中4回

秋山 咲恵

国際的な経営コンサルタントを経て、産業用検査ロボット企業を創業し、グロー
バル企業に成長させた経験を通じて培われた、デジタル・IT分野への深い造詣、
及びイノベーションに関する高い見識をもとに、積極的な発言を行っており、実
践的な視点から、当社の経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行って
います。

取締役会（定例）：10回中10回
取締役会（臨時）：  4回中  2回
ガバナンス・指名・報酬委員会：5回中5回

鷺谷 万里

グローバルに事業展開する複数のIT関連企業で経営幹部を歴任し、企業の変革を
導いた豊富な経営経験と、デジタル・トランスフォーメーション（DX）及びダイバー
シティ推進を含む人材戦略に関する高い見識をもとに、積極的な発言を行ってお
り、実践的な視点から、当社の経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行っ
ています。

取締役会（定例）：7回中7回
取締役会（臨時）：3回中3回
ガバナンス・指名・報酬委員会：4回中4回

●社外役員に関する事項

（1）社外取締役
■�社外役員の主な活動状況

氏名 取締役会及び監査役会における発言の状況
期待される役割に関して行った業務の概要

取締役会及び監査役会への
出席の状況

佐藤 りえ子
弁護士としての長年の経験を通じて培われた企業法務（会社法・金融商品取引法・コンプラ
イアンス等）に関する深い造詣、及び豊富な社外役員経験を通じて培われた経営視点をも
とに、積極的な発言を行っており、中立的・客観的な観点から監査を行っています。

取締役会（定例）：10回中10回
取締役会（臨時）：  4回中  4回
監査役会　　　：12回中12回

中尾 健
公認会計士としての財務・会計に関する深い造詣、及び長年にわたるM&A、企業再生、内
部統制に関するアドバイザリー業務を通じて培われた高い見識をもとに、積極的な発言を
行っており、中立的・客観的な観点から監査を行っています。

取締役会（定例）：10回中10回
取締役会（臨時）：  4回中  4回
監査役会　　　：12回中12回

小木曾 麻里
国際機関を含む長年の金融業界における実務経験、グローバル企業や公益財団法人におけ
るダイバーシティ推進等のサステナビリティに関する取組、及びESG インパクトファンドの
設立・運営経験を通じて培われた、ESG、ファイナンスへの深い造詣をもとに、積極的な発言
を行っており、中立的・客観的な観点から監査を行っています。

取締役会（定例）：  7回中  7回
取締役会（臨時）：  3回中  3回
監査役会　　　：  9回中  9回

（2）社外監査役

（注）上記のうち、鷺谷 万里氏は、2022年6月24日の取締役就任以降の状況を記載しています。

（注）上記のうち、小木曾 麻里氏は、2022年6月24日の監査役就任以降の状況を記載しています。
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事業報告

（注）1.  上記員数は、2022年度中に退任した取締役4名及び監査役1名、並びに辞任した監査役1名を含めて記載しています。
  なお、2022年度末現在の員数は、取締役11名（うち社外取締役5名）、監査役5名（うち社外監査役3名）です。
 2.  上記のうち加算報酬は、2022年度に引当金として計上した金額を記載しています。
 3.   上記のうち業績連動賞与（短期）は、ガバナンス・指名・報酬委員会で確認のうえ、予め、取締役会で決議された算定式

（29ページご参照）に基づき、2022年度の連結当期純利益11,807億円に応じて決定された金額を記載しています。
 4.   上記のうち業績連動賞与（中長期）は、2022年度分について、2022～2024年度の連結当期純利益の平均値に応

じて支給金額が決定されることとなっており、現時点で金額が確定していないことから、2022年度に引当金とし
て計上した金額を記載しています。2022年度分の実際の支給金額は、ガバナンス・指名・報酬委員会で確認のうえ、
予め、取締役会で決議された算定式（29ページご参照）に基づき決定されることから、2024年度に係る事業報告に
おいて、その金額を開示します。

   なお、2020年度分の実際の支給金額は、ガバナンス・指名・報酬委員会で確認のうえ、予め、取締役会で決議され
た算定式に基づき、2020～2022年度の連結当期純利益の平均値7,636億円に応じて、2020年度における当社
取締役5名に対し、総額254百万円となりました。

   また、2021年度分は、2021～2023年度の連結当期純利益の平均値に応じて支給金額が決定されることとなって
おり、現時点で金額が確定していないことから、2022年度に引当金として、2021年度における当社取締役5名に
対し、総額385百万円を計上していますが、表中の金額には含まれておりません。2021年度分の実際の支給金額
は、2023年度に係る事業報告において、その金額を開示します。

 5.   上記のうち中長期株価連動型株式報酬（株価条件付株式報酬型ストックオプション）は、2022年度付与分について
費用計上した金額を記載しています。なお、中長期株価連動型株式報酬は、ガバナンス・指名・報酬委員会で確認の
うえ、予め、取締役会で決議された算定式（29ページご参照）に基づき、付与後3年間の当社株式成長率に応じて権
利行使可能株式数が決定されることとなります。

 6.   上記の報酬等のほか、退任した役員に対して役員年金を支給しており、2022年度の支給総額は以下のとおりです。
  なお、役員年金制度を含む退任慰労金制度は、2007年6月26日開催の定時株主総会終了時をもって廃止しています。
  取締役49名（社外取締役は支給対象外）に対して80百万円
  監査役4名（社外監査役は支給対象外）に対して3百万円
 7.   その他、役員報酬制度の詳細は、27～30ページに記載しています。

（百万円未満切捨て）

役員区分 報酬等の
総額

取締役報酬 積立型
退任時報酬 加算報酬 業績連動賞与

（短期）
業績連動賞与
（中長期）

中長期株価連動型
株式報酬

対象員数 総額 対象員数 総額 対象員数 総額 対象員数 総額 対象員数 総額 対象員数 総額

社内取締役 1,805 9名 554 5名 61 5名 220 5名 385 5名 385 5名 199

社外取締役 150 6名 150 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

役員区分 報酬等の
総額

監査役報酬 積立型
退任時報酬 加算報酬 業績連動賞与

（短期）
業績連動賞与
（中長期）

中長期株価連動型
株式報酬

対象員数 総額 対象員数 総額 対象員数 総額 対象員数 総額 対象員数 総額 対象員数 総額

常勤監査役 174 3名 174 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

社外監査役 63 4名 63 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

（単位：百万円）

●取締役及び監査役の報酬等
■�取締役及び監査役の報酬等の総額及び対象員数
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●執行役員 （2023年4月1日現在）

氏名 職名等
社長
＊ 中西　勝也
副社長執行役員
＊ 田中　格知 EX担当

常務執行役員
塚本光太郎 総合素材グループCEO

西澤　　淳 天然ガスグループCEO

三枝　則生 食品産業グループCEO

松永愛一郎 電力ソリューショングループCEO

＊ 柏木　　豊
コーポレート担当役員（IT、CAO）、
チーフ・コンプライアンス・オフィサー、
緊急危機対策本部長

菊地　清貴 コンシューマー産業グループCEO 

久我　卓也 複合都市開発グループCEO

若林　　茂 自動車・モビリティグループCEO

＊ 野内　雄三 コーポレート担当役員（CFO）

太田　光治 産業インフラグループCEO

齊藤　　勝 次世代エネルギー担当、次世代エネルギー部門長

河手　哲雄 北米三菱商事会社社長

今村　　功 化学ソリューショングループCEO

小山　聡史 金属資源グループCEO、金属資源本部長

執行役員
荻久保直志 複合都市開発グループCEOオフィス室長

野島　嘉之 総務部長

高田　明彦 欧州三菱商事会社社長、ロンドン支店長

近藤　恭哉 いすゞ事業本部長

朝倉　康之 電力ソリューショングループ
CEOオフィス室長

羽地　貞彦
米国三菱商事会社社長、
北米三菱商事会社 Executive Vice President

（営業担当）

篠原　徹也 コーポレート担当役員（CRO）、地域戦略部長

近藤　祥太 経営企画部長

前川　敏章 自動車事業本部長

堀　　秀行 食品産業グループCEOオフィス室長

氏名 職名等
大野　浩司 鉄鋼製品本部長

鈴木　明文 グローバルマーケティング本部長
（化学ソリューショングループ）

舩山　　徹 コーポレート担当役員（国内開発）、
関西支社長

山名　一彰 事業投資総括部長

小林　健司 コーポレート担当役員（CSEO）、IR・SR部長

馬場　重郎 東洋紡エムシー（株）
代表取締役副社長執行役員

津輕　亮介 アジア・パシフィック本部長
（天然ガスグループ）

山口　　研 食品化学本部長

佐藤　　聡 産業機械本部長

藤村　武宏 監査部長

岡藤　裕治 三菱商事エナジーソリューションズ（株） 
代表取締役社長

平栗　拓也 CDO、産業DX部門長

黒澤　彰広 法務部長

伊藤　和男 コンシューマー産業グループ
CEOオフィス室長

嶋津　吉裕 主計部長

小林　秀司 食料本部長

北村　京介 （株）メタルワン 
代表取締役社長執行役員、CEO

近造　卓二 ジャカルタ駐在事務所長

濱田　　哲 海外電力本部長

西野　裕史 三菱商事（中国）有限公司社長、北京支店長

（注）＊印の執行役員は、取締役を兼務しています。
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